
 

 

横浜市保育料等のあり方検討委員会の設置について 

 

１ 趣旨 

  保育所運営費は保育所入所定員の増などに伴い、年々増加しています。今後も保育所整備や各種保育サービ

スの充実など待機児童対策を進めることから、保育サービスにかかる経費の増加が見込まれています。 

  一方で、認可保育所と他の保育サービスを比較すると、所得階層ごとの保育料に差が見られる状況となって

います。 

  また、国においては、子ども・子育て新システムの検討が進められ、平成２３年通常国会へ法案が提出され

る見込みです。 

こうした状況を踏まえ、安定的な保育サービスの提供と、各種保育サービスについての負担の公平性を確保

する観点から、保育料等の利用者負担のあり方について検討します。 

 

２ 検討事項 

（１）認可保育所の保育料及び階層区分のあり方 

（２）横浜保育室・家庭的保育事業等の利用者負担のあり方 

（３）その他 

 

３ 検討の進め方 

（１）「横浜市保育料等のあり方検討委員会」を平成２２年１０月から平成２３年８月までの間設置します。 

（２）検討委員会において、保育所運営費や利用者負担等の現状から、課題や今後の方向性を検討します。 

（３）市民及び保育所利用者等に対するアンケートを実施するほか、関係団体等へのヒアリングを実施し、広

く市民の意見を聴取します。 

（４）検討経過は、随時常任委員会及び児童福祉審議会に報告し、ホームページや広報等により公表します。 

（５）検討委員会の審議結果等を踏まえて、平成２４年度予算案に反映します。 

 

４ 委員構成                   

    学識経験者、事業者、保護者の代表など、６名で構成します。 

 

５ 第１回横浜市保育料等のあり方検討委員会 

（１）日程 

    平成２２年１０月中旬 

 （２）議題 

   ア 本市の保育サービスの現状について 

   イ 保育所運営費・利用者負担等の現状について 

   ウ 国の動向について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ２ 年 ９ 月 １ ３ 日

こども青少年・教育委員会資料 

こ ど も 青 少 年 局
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市費

市負担による
保護者負担軽減分

国費 保護者 合計 定員

18年度 27,461百万円 4,138百万円 7,034百万円 10,038百万円 48,671百万円 32,294人
19年度 27,649百万円 4,226百万円 7,139百万円 10,060百万円 49,073百万円 33,944人
20年度 29,914百万円 3,948百万円 8,165百万円 10,905百万円 52,932百万円 35,582人
21年度 30,132百万円 4,601百万円 8,526百万円 11,146百万円 54,405百万円 36,871人
22年度 32,493百万円 4,822百万円 9,219百万円 11,819百万円 58,352百万円 38,295人
27年度 37,418百万円 5,553百万円 10,617百万円 13,610百万円 67,198百万円 44,100人

保育所運営にかかる予算等の推移
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表１

横浜保育室
家庭保育
福祉員

３歳未満 ３歳以上 3歳未満 3歳未満

第１子 第１子 第１子 第１子

被保護世帯

平成２１年度分市民税非課税世帯

(ひとり親世帯等）

平成２１年度分市民税非課税世帯

(上記以外の世帯）

平成２１年度分市民税均等割のみ

平成２１年度分市民税所得割

10,000 円未満

平成２１年度分市民税所得割

10,000 円以上

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

1,500 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

1,500 円以上 7,500 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

7,500 円以上 15,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

15,000 円以上 30,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

30,000 円以上 45,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

45,000 円以上 60,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

60,000 円以上 75,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

75,000 円以上 90,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

90,000 円以上 113,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

113,000 円以上 143,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

143,000 円以上 173,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

173,000 円以上 203,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

203,000 円以上 233,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

233,000 円以上 263,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

263,000 円以上 293,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

293,000 円以上 323,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

323,000 円以上 353,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

353,000 円以上 443,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

443,000 円以上 703,000 円未満

平成２１年分所得税 　　　　　　　　

703,000 円以上

（注）　横浜保育室の保育料は、保育料の上限額に対し、保育料軽減助成を受けた後の金額
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